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1. 調査概要

3
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1.1.背景と目的
本調査の目的は、東北地方における半導体関連事業進出による人材の集積を長期的な人口増加・出生率向上につなげ、ひいて

は持続的な地域の成長により裨益を最大化するための施策の方向性検討に資する示唆を得ることである

➢ 東北地方では、キオクシア株式会社による岩手県北上市の1兆円規模の工場新設などをはじめ、半導体

事業の進出が相次いで予定されている

➢ 東北経済産業局としても半導体事業の誘致、人材育成事業などを展開しており、これに伴い、生産年齢

人口の流入が期待されている

➢ 東北地域の人口は、1995年に全国に先駆けて減少を開始しており、2030年の生産年齢人口は2015年

と比較して約22%少ない408万人まで減少すると予測されている。

➢ 出生率も全都道府県の中で31番目となる青森県が東北地方の最高位であり（2023年 厚生労働省）、

東北地方の少子化対策が急務となっている

背景

目的

内容

東北地方への半導体関連

事業の進出

東北地方における生産年齢

人口減少・少子化の進行

地域間の出生率の差異

上記、現在の社会経済情勢を踏まえた上で、東北地方への半導体関連事業所の進出に伴う人材の集積を、長期的な人口増加・出生率

向上につなげ、ひいては持続的な地域の成長により裨益を最大化するための施策の方向性検討に資する示唆を得る

➢ 既存先行調査や文献等を参照しつつ、地域間の出生率の差異に影響を与える要因を分析する。その際、「良質な雇用」「近居率」といった
データを考慮しつつ、要因の分析を行う

➢ 分析によって導かれた結果を分かりやすい形でまとめるとともに、先行調査等との関係性を踏まえて検証する

➢ 分析過程にてアドバイザリーボードにて専門家の方々のご意見を聴取し、反映する。また、分析結果を踏まえて必要な追加調査を検討する

➢ 出生率の状況は地域間で異なり、都道府県単位では1位の沖縄県と最下位の東京都の間に1.6倍の大

きな差が生じている

➢ この地域間の出生率の差異の要因については、多くの調査研究がなされており、「良質な雇用」や「親との

近居率」等の様々な要因が影響を与える可能性が示唆されている

4

「良質な雇用」をもたらす半導体事業の支援と適切な少子化対策を組み合わせることで、地域における裨益を最大化するとともに、

半導体事業の振興が人口減少・少子化といった社会問題解決に貢献することを示すことができる
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2.東北地方の状況と課題
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3.出生率の定量分析
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スコアリング方法

3.1. 対象市町村の抽出
一定の産業立地があり、良質な雇用が確認できる市町村を抽出するにあたり、下記の観点でスコアリングを行った

◼ 産業立地があることを示す変数として、域内の従業者

数における「第二次産業従業者」の割合を順位付け

ソース：経済センサス（活動調査）

産業立地

◼ 安定的な雇用を示す変数として、「男性雇用者のフル

タイム労働者比率」を順位付け

◼ 域内における雇用全般の状況を示す変数として、「失

業率」を順位付け

ソース：経済センサス（活動調査）、国勢調査

良質な雇用

■人口5-10万人の市町村の中で順位付け ■順位をもとにスコアリング

順位 スコア

上位10%以内 10点

上位10～20% 9点

・

・

・

上位80～90% 2点

90%以下（下位10%） 1点

➢ 各順位の上位から順に10グループに分け、それぞれ

10点～1点を付与

➢ 「良質な雇用」については、2項目のスコアの平均を

とって「良質な雇用」スコアとする

公表用
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スコアリングを用いた抽出ロジック

3.1. 対象市町村の抽出
前述のスコアリングによる抽出を行った上で、今回調査では近居性に着目するため、近居率が高い市町村および低い市町村を対
象市町村として抽出した

①産業立地

②良質な雇用

and

✓ 第二次産業比率スコアと良

質な雇用スコアがいずれも
「6」以上

近居率が高い

全国の市町村のうち、

人口5-10万人以上の

市町村

近居率が低い

市町村リスト①

「産業立地による良質な

雇用が確認され、かつ近

居性の高い対象市町村」

市町村リスト②
「それ以外の比較対象と

なる市町村」

228市町村 56市町村

公表用



© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.14

抽出したモデル地域

3.1. 対象市町村の抽出
前述の抽出フローに沿って、以下の40市町村を対象市町村として抽出した

近居率上位20市町村

順位 都道府県 市区町村 ①産業立地 ②良質な雇用 (参考)①＋② 近居率

1 愛媛県 四国中央市 10.0 8.0 18.0 16.9%

2 石川県 小松市 8.0 6.5 14.5 15.9%

3 愛媛県 新居浜市 6.0 8.5 14.5 15.4%

4 香川県 観音寺市 8.0 7.0 15.0 15.1%

5 兵庫県 高砂市 10.0 6.0 16.0 14.9%

6 山口県 山陽小野田市 8.0 6.0 14.0 14.2%

7 長野県 飯田市 7.0 6.5 13.5 13.6%

8 大分県 中津市 7.0 6.0 13.0 13.2%

9 岡山県 玉野市 10.0 7.0 17.0 13.1%

10 山口県 防府市 8.0 8.5 16.5 12.9%

11 愛知県 知多市 7.0 7.5 14.5 12.8%

12 滋賀県 長浜市 8.0 6.5 14.5 12.7%

13 山梨県 南アルプス市 10.0 6.0 16.0 12.7%

14 静岡県 湖西市 10.0 6.0 16.0 12.6%

15 広島県 三原市 6.0 7.0 13.0 12.5%

16 石川県 白山市 10.0 8.0 18.0 12.2%

17 三重県 名張市 6.0 6.5 12.5 12.2%

18 愛知県 碧南市 10.0 8.5 18.5 11.9%

19 愛知県 北名古屋市 7.0 8.5 15.5 11.7%

20 福井県 越前市 10.0 8.0 18.0 11.6%

近居率下位20市町村

順位 都道府県 市区町村 ①産業立地 ②良質な雇用 (参考)①＋② 近居率

1 神奈川県 綾瀬市 10.0 8.0 18.0 6.0%

2 埼玉県 吉川市 6.0 8.0 14.0 6.9%

3 愛知県 みよし市 10.0 10.0 20.0 7.5%

4 岩手県 北上市 8.0 8.5 16.5 7.5%

5 愛知県 田原市 10.0 10.0 20.0 8.0%

6 東京都 武蔵村山市 6.0 7.0 13.0 8.1%

7 長野県 安曇野市 8.0 6.5 14.5 8.4%

8 埼玉県 八潮市 10.0 8.0 18.0 8.7%

9 静岡県 袋井市 9.0 8.0 17.0 8.8%

10 千葉県 袖ケ浦市 8.0 9.5 17.5 8.8%

11 千葉県 君津市 7.0 8.0 15.0 8.9%

12 茨城県 常総市 10.0 7.5 17.5 9.1%

13 岡山県 総社市 9.0 8.5 17.5 9.1%

14 滋賀県 栗東市 6.0 9.5 15.5 9.1%

15 岐阜県 可児市 8.0 8.5 16.5 9.3%

16 京都府 長岡京市 7.0 8.0 15.0 9.4%

17 茨城県 取手市 6.0 6.0 12.0 9.5%

18 大阪府 摂津市 8.0 7.5 15.5 9.6%

19 愛知県 犬山市 9.0 9.0 18.0 9.8%

20 山形県 米沢市 8.0 6.0 14.0 9.8%

公表用
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変数設定の観点

3.2. 変数の設定
続いて出生率に影響を及ぼす要因を分析するため、論理的妥当性の高い変数の検討を行った

➢ 合計特殊出生率を「婚姻率」と「既婚女性の出生動向」に分解したうえで、弊社での過去案件等の知見や先行調査をもとに、それぞれに影響を与
える要因を検討した

合計特殊出生率

１．婚姻率 ２．既婚女性の出生動向

１．婚姻率

➢結婚適齢年齢の男女の結婚のしやすさに
影響すると考えられる指標

２．既婚女性の出生動向

➢既婚女性による出産のしやすさに影響すると
考えられる指標

※本報告書において単純に出生率と記載する場合、特段の断りがない限り合計特殊出生率を指す。

公表用
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変数設定の観点

3.2. 変数の設定
先行研究やアドバイザリーボードの内容等も踏まえつつ、出生率に影響を及ぼしうると仮定される観点をピックアップした

適齢年齢の男性と女性が出会い、婚姻につなげるために適切な
環境であることが必要と考えられる

人口構造

親との距離感、夫婦のあり方などの家庭の構造が意思決定に影
響を与えると考えられる

家庭構造

安定した雇用・収入により、将来の不透明性が低い場合、婚姻・
出産に前向きになりやすいと考えられる

経済

出産・子育てにあたり、利便性が高い住環境であること、魅力的
な都市機能があることが意思決定に影響を与えると考えられる

まちづくり

自治体の財政状況や支援の取組度合いが、出産・子育てのしや
すさに影響する可能性が考えられる

政策・財政

婚姻率

直接的なロジックではないものの、今回調査の目的を踏まえて各
自治体の産業構造と出生率及びその他変数の関連を調査

産業構造

〇 〇

〇 〇

〇

〇

既婚女性の出生動向

〇

？

仮説観点
主な影響が想定される指標

公表用
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# 変数名 区分 概要 集計時期 ソース（統計名）

1 合計特殊出生率 出生・婚姻 合計特殊出生率 2018-2022 人口動態統計特殊報告

2 婚姻件数 出生・婚姻 婚姻件数/1000人当たり 2021 社会・人口統計体系

3 出産年齢男女比率 人口構造 15歳～49歳男性人口/15歳～49歳女性人口 2020 国勢調査

4 共働き世帯率 家庭 共働き世帯/全世帯 2020 国勢調査

5 15分近居率 家庭 近居率（15分以内） 2018 住宅・土地統計調査

6 1時間近居率 家庭 近居率（1時間以内） 2018 住宅・土地統計調査

7 同居率 家庭 同居率 2018 住宅・土地統計調査

8 失業率 経済 完全失業者数/生産年齢人口 2020 国勢調査

9 所得 経済 1人当たり平均所得 2022 市区町村税課税状況等の調

10 実感可処分所得 経済 可処分所得-基礎支出 2023 家計調査+国勢調査+SUUMO HP

11 相対賃金 経済 現役世代賃金/親世代賃金 2022 市区町村税課税状況等の調

12 男性正社員比率 経済 男性正社員数/男性従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

13 医療施設徒歩圏カバー率 まちづくり 医療施設徒歩圏カバー率 2020 都市モニタリングシート

14 商業施設徒歩圏カバー率 まちづくり 商業施設徒歩圏カバー率 2020 都市モニタリングシート

15 小売業事業所数 まちづくり 小売業（産業分類56-60）の事業所数/1万人あたり 2021 経済センサス - 活動調査

16 保育所数 まちづくり 保育所数/1万人あたり 2022 社会福祉施設等調査

17 病床数 まちづくり 病床数/1万人あたり 2022 医療施設調査

18 図書館数 まちづくり 図書館数/1万人あたり 2021 社会教育調査

19 通勤時間 まちづくり 通勤時間の中央値 2023 住宅・土地統計調査

20 投資的経費 政策・財政 投資的経費/1万人あたり 2023 地方財政状況調査

21 少子化対策費 政策・財政 少子化対策費/1万人あたり 2023 地方財政状況調査

22 財政力指数 政策・財政 財政力指数 2023 地方財政状況調査関連資料

23 第1次産業従業員比率 産業 第1次産業従業員数/全従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

24 第2次産業従業員比率 産業 第2次産業従業員数/全従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

25 第3次産業従業員比率 産業 第3次産業従業員数/全従業員数 2021 経済センサス - 活動調査

17

今回対象とする変数一覧

3.2. 変数の設定
前ページの検討を経て、今回設定した変数は以下の通り

＊1: 可処分所得から、水道光熱費および食糧費（家計調査より弊社推計）、住居費（SUUMO掲載データにおける2LDK/3K/3DK家賃平均、2024/9/19参照）を控除した金額
＊2: 2022年の1人あたり所得を現役世代賃金、1997年の1人あたり所得を親世代賃金として比率を指数化したもの

*1

*2

公表用
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# 変数名 区分 最大値 最小値 平均値 中央値 標準偏差

1 合計特殊出生率 出生・婚姻 1.92 1.22 1.47 1.47 0.13

2 婚姻件数 出生・婚姻 7.91 2.95 4.36 4.28 0.98

3 出産年齢男女比率 人口構造 130.4% 97.8% 109.5% 107.9% 7.6%

4 共働き世帯率 家庭 65.5% 38.3% 49.9% 48.9% 6.3%

5 15分近居率 家庭 16.9% 6.0% 11.0% 10.7% 2.7%

6 1時間近居率 家庭 25.6% 11.5% 18.3% 18.4% 3.7%

7 同居率 家庭 39.2% 25.5% 32.7% 32.6% 3.1%

8 失業率 経済 4.0% 1.9% 3.0% 3.0% 0.4%

9 所得 経済 4,123,642 2,803,978 3,156,729 3,105,956 256,285

10 実感可処分所得 経済 1,779,746 1,092,074 1,314,499 1,317,947 135,318

11 相対賃金 経済 101.6% 77.4% 91.9% 91.6% 5.5%

12 男性正社員比率 経済 92.7% 80.5% 86.7% 86.9% 2.8%

13 医療施設徒歩圏カバー率 まちづくり 100.0% 47.5% 79.6% 77.5% 12.7%

14 商業施設徒歩圏カバー率 まちづくり 94.7% 28.2% 57.2% 54.6% 15.9%

15 小売業事業所数 まちづくり 115.67 39.27 74.67 73.03 20.91

16 保育所数 まちづくり 4.61 1.29 2.70 2.58 0.70

17 病床数 まちづくり 251.45 23.31 111.36 105.86 58.31

18 図書館数 まちづくり 2.24 0.10 0.42 0.33 0.37

19 通勤時間 まちづくり 46.50 14.60 25.04 23.85 7.34

20 投資的経費 政策・財政 1,256,310 192,612 633,926 631,763 271,310

21 少子化対策費 政策・財政 1,051,897 559,012 819,510 814,361 113,673

22 財政力指数 政策・財政 1.34 0.50 0.76 0.76 0.20

23 第1次産業従業員比率 産業 3.8% 0.0% 0.8% 0.6% 0.8%

24 第2次産業従業員比率 産業 67.4% 28.7% 38.0% 35.7% 7.8%

25 第3次産業従業員比率 産業 71.1% 31.9% 61.2% 63.0% 7.9%

3.2. 変数の設定

18

基本統計量
※抽出した40市町村を対象に集計

今回設定した変数の基本統計量は以下の通り

公表用
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共働き世帯比率

相対賃金 0.56

保育所数 0.56

小売業事業所数 0.55

第1次産業従業員比率 0.50

投資的経費 0.35

図書館数 0.34

第2次産業従業員比率 0.33

合計特殊出生率 0.25

同居率 0.20

失業率 -0.31

第3次産業従業員比率 -0.38

商業施設徒歩圏カバー率 -0.44

医療施設徒歩圏カバー率 -0.58

通勤時間 -0.58

出産年齢男女比率

同居率 0.46

男性正社員比率 0.43

第2次産業従業員比率 0.43

財政力指数 0.42

相対賃金 0.34

失業率 0.21

少子化対策費 -0.22

合計特殊出生率 -0.22

通勤時間 -0.24

第3次産業従業員比率 -0.43

婚姻件数

合計特殊出生率 0.62

所得 0.53

商業施設徒歩圏カバー率 0.50

少子化対策費 0.45

医療施設徒歩圏カバー率 0.42

財政力指数 0.41

相対賃金 0.30

第3次産業従業員比率 0.23

通勤時間 0.21

1時間近居率 -0.26

小売業事業所数 -0.28

失業率 -0.35

第1次産業従業員比率 -0.38

合計特殊出生率

婚姻件数 0.62

少子化対策費 0.58

保育所数 0.41

15分近居率 0.30

相対賃金 0.30

共働き世帯率 0.25

図書館数 0.24

小売業事業所数 0.23

所得 0.22

第3次産業従業員比率 0.20

出産年齢男女比率 -0.22

通勤時間 -0.30

失業率 -0.40

同居率 -0.42
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相関係数一覧

3.3 分析結果
対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

■出生・婚姻 ■人口動態 ■家庭

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用
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失業率

1時間近居率 0.39

15分近居率 0.30

出産年齢男女比率 0.21

相対賃金 -0.26

少子化対策費 -0.26

共働き世帯率 -0.31

財政力指数 -0.35

婚姻件数 -0.35

合計特殊出生率 -0.40

所得 -0.47

同居率

第2次産業従業員比率 0.57

財政力指数 0.50

出産年齢男女比率 0.46

男性正社員比率 0.38

所得 0.23

通勤時間 0.21

保育所数 -0.21

図書館数 -0.22

小売業事業所数 -0.28

少子化対策費 -0.31

病床数 -0.41

合計特殊出生率 -0.42

15分近居率 -0.49

1時間近居率 -0.50

第3次産業従業員比率 -0.56

1時間近居率

15分近居率 0.87

失業率 0.39

病床数 0.37

小売業事業所数 0.30

婚姻件数 -0.26

所得 -0.33

通勤時間 -0.38

財政力指数 -0.40

同居率 -0.50

15分近居率

1時間近居率 0.87

小売業事業所数 0.54

病床数 0.48

保育所数 0.36

合計特殊出生率 0.30

失業率 0.30

相対賃金 0.22

男性正社員比率 -0.28

所得 -0.37

財政力指数 -0.41

同居率 -0.49

通勤時間 -0.59
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相関係数一覧

3.3 分析結果

■家庭 ■経済

対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用



© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

正社員比率

財政力指数 0.66

第2次産業従業員比率 0.50

出産年齢男女比率 0.43

所得 0.43

同居率 0.38

実感可処分所得 0.35

投資的経費 0.24

将来負担比率 -0.20

保育所数 -0.26

少子化対策費 -0.27

15分近居率 -0.28

小売業事業所数 -0.39

図書館数 -0.39

病床数 -0.42

第3次産業従業員比率 -0.48

相対賃金

共働き世帯率 0.56

投資的経費 0.41

小売業事業所数 0.36

保育所数 0.36

第2次産業従業員比率 0.36

出産年齢男女比率 0.34

婚姻件数 0.30

合計特殊出生率 0.30

財政力指数 0.30

病床数 0.25

15分近居率 0.22

失業率 -0.26

第3次産業従業員比率 -0.37

通勤時間 -0.46

実感可処分所得

所得 0.48

財政力指数 0.39

第2次産業従業員比率 0.33

男性正社員比率 0.32

保育所数 -0.23

少子化対策費 -0.27

第3次産業従業員比率 -0.31

図書館数 -0.33

所得

財政力指数 0.78

実感可処分所得 0.60

医療施設徒歩圏カバー率 0.53

婚姻件数 0.53

通勤時間 0.52

男性正社員比率 0.43

商業施設徒歩圏カバー率 0.42

同居率 0.23

合計特殊出生率 0.22

図書館数 -0.23

保育所数 -0.31

1時間近居率 -0.33

病床数 -0.35

15分近居率 -0.37

第1次産業従業員比率 -0.37

失業率 -0.47

小売業事業所数 -0.63
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相関係数一覧

3.3 分析結果

■経済

対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用
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保育所数

小売業事業所数 0.62

図書館数 0.58

共働き世帯率 0.56

少子化対策費 0.53

投資的経費 0.43

合計特殊出生率 0.41

15分近居率 0.36

相対賃金 0.36

第1次産業従業員比率 0.36

病床数 0.23

同居率 -0.21

実感可処分所得 -0.25

男性正社員比率 -0.26

財政力指数 -0.30

所得 -0.31

医療施設徒歩圏カバー率 -0.38

通勤時間 -0.50

小売事業所数

保育所数 0.62

病床数 0.58

共働き世帯率 0.55

15分近居率 0.54

第1次産業従業員比率 0.53

図書館数 0.39

相対賃金 0.36

1時間近居率 0.30

少子化対策費 0.26

合計特殊出生率 0.23

実感可処分所得 -0.23

同居率 -0.28

婚姻件数 -0.28

商業施設徒歩圏カバー率 -0.37

男性正社員比率 -0.39

財政力指数 -0.53

医療施設徒歩圏カバー率 -0.60

所得 -0.63

通勤時間 -0.81

商業施設徒歩圏カバー率

医療施設徒歩圏カバー率 0.80

婚姻件数 0.50

通勤時間 0.47

少子化対策費 0.42

所得 0.42

財政力指数 0.32

第3次産業従業員比率 0.26

第2次産業従業員比率 -0.21

小売業事業所数 -0.37

共働き世帯率 -0.44

第1次産業従業員比率 -0.53

医療施設徒歩圏カバー率

商業施設徒歩圏カバー率 0.80

通勤時間 0.60

所得 0.53

婚姻件数 0.42

財政力指数 0.30

第3次産業従業員比率 0.27

実感可処分所得 0.21

図書館数 -0.21

投資的経費 -0.25

保育所数 -0.38

共働き世帯率 -0.58

小売業事業所数 -0.60

第1次産業従業員比率 -0.75
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相関係数一覧

3.3 分析結果

■まちづくり

対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用
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通勤時間

医療施設徒歩圏カバー率 0.60

所得 0.52

商業施設徒歩圏カバー率 0.47

財政力指数 0.29

第3次産業従業員比率 0.25

婚姻件数 0.21

同居率 0.21

第2次産業従業員比率 -0.20

出産年齢男女比率 -0.24

図書館数 -0.28

合計特殊出生率 -0.30

病床数 -0.35

1時間近居率 -0.38

第1次産業従業員比率 -0.46

相対賃金 -0.46

保育所数 -0.50

共働き世帯率 -0.58

15分近居率 -0.59

小売業事業所数 -0.81

図書館数

保育所数 0.58

小売業事業所数 0.39

共働き世帯率 0.34

第1次産業従業員比率 0.30

合計特殊出生率 0.24

少子化対策費 0.24

病床数 0.21

医療施設徒歩圏カバー率 -0.21

同居率 -0.22

所得 -0.23

通勤時間 -0.28

実感可処分所得 -0.32

財政力指数 -0.32

男性正社員比率 -0.39

病床数

小売業事業所数 0.58

15分近居率 0.48

1時間近居率 0.37

第3次産業従業員比率 0.26

相対賃金 0.25

第1次産業従業員比率 0.24

保育所数 0.23

図書館数 0.21

第2次産業従業員比率 -0.28

所得 -0.35

通勤時間 -0.35

同居率 -0.41

男性正社員比率 -0.42

財政力指数 -0.47
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相関係数一覧

3.3 分析結果

■まちづくり

対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用
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財政力指数

所得 0.78

男性正社員比率 0.66

同居率 0.50

実感可処分所得 0.45

出産年齢男女比率 0.42

婚姻件数 0.41

第2次産業従業員比率 0.34

商業施設徒歩圏カバー率 0.32

医療施設徒歩圏カバー率 0.30

相対賃金 0.30

通勤時間 0.29

将来負担比率 -0.21

第1次産業従業員比率 -0.27

保育所数 -0.30

第3次産業従業員比率 -0.31

図書館数 -0.32

失業率 -0.35

1時間近居率 -0.40

15分近居率 -0.41

病床数 -0.47

小売業事業所数 -0.53

少子化対策費

合計特殊出生率 0.58

保育所数 0.53

婚姻件数 0.45

商業施設徒歩圏カバー率 0.42

第3次産業従業員比率 0.39

小売事業所数 0.26

図書館数 0.24

出産年齢男女比率 -0.22

正社員比率 -0.23

失業率 -0.26

実感可処分所得 -0.27

同居率 -0.31

第2次産業従業員比率 -0.39

投資的経費

保育所数 0.43

相対賃金 0.41

共働き世帯比率 0.35

第2次産業従業員比率 0.33

第1次産業従業員比率 0.23

医療施設徒歩圏カバー率 -0.25

第3次産業従業員比率 -0.36

24

相関係数一覧

3.3 分析結果

■政策・財政

対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用
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第3次産業従業員比率

少子化対策費 0.39

医療施設徒歩圏カバー率 0.27

病床数 0.26

商業施設徒歩圏カバー率 0.26

通勤時間 0.25

婚姻件数 0.23

実感可処分所得 -0.25

財政力指数 -0.31

投資的経費 -0.36

相対賃金 -0.37

共働き世帯率 -0.38

出産年齢男女比率 -0.43

男性正社員比率 -0.48

同居率 -0.56

第2次産業従業員比率 -0.99

第2次産業従業員比率

同居率 0.57

男性正社員比率 0.50

出産年齢男女比率 0.43

相対賃金 0.36

財政力指数 0.34

投資的経費 0.33

共働き世帯率 0.33

実感可処分所得 0.27

通勤時間 -0.20

商業施設徒歩圏カバー率 -0.21

病床数 -0.28

少子化対策費 -0.39

第3次産業従業員比率 -0.99

第1次産業従業員比率

小売業事業所数 0.53

共働き世帯率 0.50

保育所数 0.36

図書館数 0.30

病床数 0.24

投資的経費 0.23

財政力指数 -0.27

所得 -0.37

婚姻件数 -0.38

通勤時間 -0.46

商業施設徒歩圏カバー率 -0.53

医療施設徒歩圏カバー率 -0.75
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相関係数一覧

3.3 分析結果

■産業

対象市町村における出生率および変数間の相関係数を分析した結果は下記の通り（相関係数0.2以上または-0.2以下のみ抜粋）

※全変数間の相関関係は巻末に記載

公表用









© 2025. For information, contact Deloitte Tohmatsu Group.

4.アドバイザリーボード
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アドバイザリーボード概要

4.1. アドバイザリーボードの実施概要
今回調査実施にあたって、有識者の方から知見をいただくため、アドバイザリーボードを実施した。

回 日時 実施場所

第１回
2024年10月10日（木）

10時00分～12時00分
オンライン

第２回
2024年12月14日（水）

15時00分～18時00分

東北経済産業局

（対面）

第３回
2025年3月13日（木）

10時00分～12時00分
オンライン

■アドバイザリーボードメンバー

➢ 福井県立大学 松原 宏 教授（座長）

➢ 東北大学 福川信也 准教授

➢ 東京大学 鎌倉夏来 准教授

➢ 東京都立大学 饗庭 伸 教授

➢ 九州大学 與倉 豊 教授

➢ 熊本大学 鹿嶋 洋 教授

■アドバイザリーボード実施概要

■アドバイザリーボードの趣旨

◆東北経済産業局では、東北地域が半導体関連企業の立地を契

機とし、立地したくなる、 住みたくなる地域を目指すための幅広い

アプローチ方策を検討するため、産業、商業、 都市、定住促進と

いった4 領域について東北地方整備局、東北運輸局、中小企業

基盤整備機構その他専門家の協力を得て、岩手県及び宮城県

と共催して『「半導体 well-being」 な街-研究会』を 8 月に発足し

ている。

◆また、これに先立ち本調査では産業立地、近居性、商業、子育て

環境などの要因がどのような相関性を有しているかを調査し、半導

体立地を最大に活かすための要因（環境）の把握、行政や民間

における効果的な取組の選択、施策等の推進に繋げるための要

因分析調査を行っているところである。

◆これら研究会や調査事業を念頭に、また、近年の経済学における

半導体工場や大規模工場の立地に対する地域経済波及効果に

係る最新の見解や地域が本来持つ地理的・産業的なポテンシャ

ルに係る学術的又は理論的なアプローチなどについて以下に掲げる

有識者会議を開催し、東北地域全体が今後どのような環境整備
をしていくべきかについて議論していただくもの。

公表用
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第１回アドバイザリーボード概要

4.1. アドバイザリーボードの実施概要

■アジェンダ

1. 本会議の趣旨

2. 有識者のご紹介

3. 工業の国内回帰・地域の工業化に関する研究について（発表者：鎌倉准

教授、質疑・委員間のコメント）

4. 日本における産業立地地域に関する研究について（発表者：鹿嶋教授、

質疑・委員間のコメント）

■本会議の要旨

• 東北地域の半導体立地が進んでいく状況を受け、今後の施策のあり方を検

討していくにあたり、「産業」×『「地域」、「産業」×『「まちくくり」といった地域経

済波及に関するご知見を有識者からいただき、九州や他地域などの事例も

含めてご紹介いただいた。

• 1980 年代・90 年代はシリコンアイランドと呼ばれる九州と並んで、東北地

方もシリコンロードと言われてきた。直近に至るまで東北の半導体産業は減

少し、東北地域における産業構造全体も大きく様変わりしているところである

が、最新の半導体関連投資の活況も踏まえて、経済学上の動向や研究内

容を共有した。

■実施日時・形態

• 日時：2024年10 月 10 日（木曜日）10 時 00 分~12 時 00 分

• 実施形態：オンライン

■有識者

• 福井県立大学 松原 宏 教授（座長）

• 東北大学 福川信也 准教授

• 東京大学 鎌倉夏来 准教授

• 東京都立大学 饗庭 伸 教授

• 九州大学 與倉 豊 教授

• 熊本大学 鹿嶋 洋 教授

■事務局

• 東北経済産業局地域経済部 情報政策・半導体戦略室

• デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社

公表用
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第２回アドバイザリーボード概要

4.1. アドバイザリーボードの実施概要

■本会議の要旨

• 今回の第2回アドバイザリーボードでは、事務局から東北の半導体産業の現

状と課題、また、DTFAから出生率と近居率に係る調査報告を行った後、九

州と東北における関連多様性市場を用いた地域分析、台湾のサイエンスパー

クに係る事例研究について委員（有識者）からご紹介いただいた。

• 今回は、九州と東北の各県における特化係数、県別の関連多様性・非関

連多様性についての議論、また、台湾における３つのサイエンスパークにおける

エコシステム等についての議論などを行い、半導体立地地域の現況や研究

内容を共有した。

■実施日時・形態

• 日時：2024年12月4日（水曜日）15時00分~18時00分

• 実施形態：仙台合同庁舎B棟5A会議室・5B会議室にてリアル会議

■有識者

• 福井県立大学 松原 宏 教授（座長）

• 東北大学 福川信也 准教授

• 東京大学 鎌倉夏来 准教授

• 東京都立大学 饗庭 伸 教授（欠席）

• 九州大学 與倉 豊 教授

• 熊本大学 鹿嶋 洋 教授

■事務局・出席者

• 東北経済産業局 古谷野地域経済部長

• 東北経済産業局地域経済部 情報政策・半導体戦略室

• デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社（DTFA）

■アジェンダ

1.開催挨拶（東北経済産業局 古谷野部長）

2.冒頭ご挨拶・前回の振り返り（松原教授）

3.東北地域の課題について（発表者：東北経産局、質疑、委員間のコメント）

4.出生率と近居率などについて（発表者：DTFA、質疑、委員間のコメント）

5.関連多様性指標を用いた地域経済分析について（発表者：與倉教授、質

疑、委員間のコメント）

6.地域イノベーションシステムについて（発表者：福川准教授、質疑、委員間の

コメント）
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第３回アドバイザリーボード概要

4.1. アドバイザリーボードの実施概要

■アジェンダ

1. 開催挨拶（松原座長）

2. 前回の振り返り及び調査状況等の報告（事務局）

3. 産業と都市計画について（発表者：饗庭准教授、質疑・委員間のコメン

ト）

4. 全体総括（発表者：松原座長、質疑・委員間のコメント）

5. 閉会挨拶（東北経済産業局 古谷野部長）

■本会議の要旨

• 今回の第3回アドバイザリーボードでは、産業立地における都市計画に関する

論点について紹介していただいた後、これまでの政策の経緯等も踏まえつつア

ドバイザリーボード等調査内容の総括を行っていただいた。

• 今回は、都市計画の見地から産業立地に必要な観点や、昨今における地

域内での工場の立ち位置についての議論を行い知見を共有するとともに、こ

れまでの政策経緯や今回事業のアドバイザリーボードにおいて挙げられた論点

を踏まえ、東北地方における半導体立地を地域発展につなげるために検討

すべき事項等についての議論を行った。

■実施日時・形態

• 日時：2025年3 月 13 日（木曜日）10 時 00 分~12 時 00 分

• 実施形態：オンライン

■有識者

• 福井県立大学 松原 宏 教授（座長）

• 東北大学 福川信也 准教授

• 東京大学 鎌倉夏来 准教授

• 東京都立大学 饗庭 伸 教授

• 九州大学 與倉 豊 教授

• 熊本大学 鹿嶋 洋 教授

■事務局・参加者

• 東北経済産業局 古谷野地域経済部長

• 東北経済産業局地域経済部 情報政策・半導体戦略室

• デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社
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5. 総括 / 次年度以降の検討事項
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定量分析

5. 総括 / 次年度以降の検討事項
今回実施した定量分析およびアドバイザリーボードの内容の総括と、これらを踏まえて今後想定される検討事項は以下の通り

➢ 今回、各自治体のデータを用いて、産業立地等による良質な雇用が存在する地域における出生率の差の要因を検証した。結果として、同居率・近距
率といった家庭構造の要因や、賃金水準などの経済的要因、都市アメニティ等が出生率に影響を与える可能性が示唆された。

➢ 今回の分析結果を踏まえると、第二次産業比率の高い地域では男性比率が高い傾向がみられたほか、男性正社員比率・相対賃金等も高い傾向

がみられたことから、出産・子育てに必要な良質な雇用が存在しているという仮説が考えられる。その仮説に基づけば、第二次産業比率の高い地域と

その周辺地域において女性にとっても働きやすい・住みやすい魅力的な職場環境、結婚子育て世代のニーズにマッチした住環境といったハード面の整備

や、また結婚適齢年齢にある男性と女性の出会いの場を提供するといった婚姻率向上に資するソフト面の取り組みが、出生率向上に良い影響を与え
る可能性が考えられる。

➢ 一方で、今回用いた分析手法は単純な相関関係を可視化したものであり、より厳密に変数間の関係性を把握するためには、個票データの確認や大

規模アンケート調査の実施などにより個人もしくは世帯毎の詳細データを用いた分析を行うとともに、因果関係や政策効果の検証の観点でも更に適切
な分析手法を検討し実施していくことが望ましい。

アドバイザリーボード

➢ アドバイザリーボードにおいては、従業員の定住・出生率の向上を促す要因に加えて、産業立地地域における持続的な成長のために必要な要素につい
て、産業集積論、都市経済論等の観点から様々な示唆が得られた。

➢ その中で、ひとたび産業立地がなされても集積した従業員が地域に定着しない事例や、一時的に産業立地により隆盛した地域においても当該事業の
撤退によって持続的な発展が成し遂げられない事例なども共有された。

➢ これらを踏まえて、本調査事業の最終的な目標である産業立地地域における持続的な発展および地域が享受する裨益の最大化にあたっては、出生
率の向上に資する施策の検討と合わせて、企業と地域がWin-Winな関係を構築し、長期的にその土地に根付いて相互の発展を遂げるための視点に

ついて幅広く検討することが必要であると思料する。
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

合計特殊出生率 婚姻件数
出産年齢男女比

率
共働き世帯率 15分近居率 1時間近居率 同居率 失業率 所得 実感可処分所得 相対賃金 男性正社員比率

1 合計特殊出生率 1.00 0.62 -0.22 0.25 0.30 0.13 -0.42 -0.40 0.22 -0.02 0.30 -0.05

2 婚姻件数 1.00 -0.09 -0.02 -0.10 -0.26 -0.06 -0.35 0.53 0.02 0.30 0.13

3 出産年齢男女比率 1.00 0.16 -0.09 -0.13 0.46 0.21 0.03 0.14 0.34 0.43

4 共働き世帯率 1.00 0.08 -0.18 0.20 -0.31 -0.15 0.04 0.56 -0.14

5 15分近居率 1.00 0.87 -0.49 0.30 -0.37 0.06 0.22 -0.28

6 1時間近居率 1.00 -0.50 0.39 -0.33 0.13 -0.04 -0.18

7 同居率 1.00 -0.11 0.23 0.17 0.13 0.38

8 失業率 1.00 -0.47 -0.15 -0.26 0.16

9 所得 1.00 0.48 0.14 0.43

10 実感可処分所得 1.00 0.17 0.32

11 相対賃金 1.00 0.18

12 男性正社員比率 1.00

13 医療施設徒歩圏カバー率

14 商業施設徒歩圏カバー率

15 小売業事業所数

16 保育所数

17 病床数

18 図書館数

19 通勤時間

20 投資的経費

21 少子化対策費

22 財政力指数

23 第1次産業従業員比率

24 第2次産業従業員比率

25 第3次産業従業員比率
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13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
医療施設徒歩圏

カバー率

商業施設徒歩圏

カバー率
小売業事業所数 保育所数 病床数 図書館数 通勤時間 投資的経費 少子化対策費 財政力指数

第1次産業従業

員比率

第2次産業従業

員比率

第3次産業従業

員比率

1 合計特殊出生率 0.07 0.11 0.23 0.41 0.06 0.24 -0.30 0.13 0.58 0.05 -0.03 -0.19 0.20

2 婚姻件数 0.42 0.50 -0.28 0.12 -0.16 -0.05 0.21 0.03 0.45 0.41 -0.38 -0.19 0.23

3 出産年齢男女比率 -0.19 -0.08 0.10 0.01 -0.16 -0.20 -0.24 0.12 -0.22 0.42 0.06 0.43 -0.43

4 共働き世帯率 -0.58 -0.44 0.55 0.56 -0.01 0.34 -0.58 0.35 0.18 -0.06 0.50 0.33 -0.38

5 15分近居率 -0.06 -0.09 0.54 0.36 0.48 0.19 -0.59 0.05 0.09 -0.41 0.04 -0.02 0.01

6 1時間近居率 0.04 -0.12 0.30 0.13 0.37 0.01 -0.38 -0.02 -0.11 -0.40 0.01 -0.03 0.03

7 同居率 -0.06 -0.06 -0.28 -0.21 -0.41 -0.22 0.21 0.19 -0.31 0.50 0.00 0.57 -0.56

8 失業率 -0.03 0.02 0.07 0.00 0.04 -0.09 -0.08 0.05 -0.26 -0.35 -0.05 0.16 -0.15

9 所得 0.53 0.42 -0.63 -0.31 -0.35 -0.23 0.52 0.01 0.03 0.78 -0.37 0.10 -0.06

10 実感可処分所得 0.04 -0.13 -0.19 -0.23 -0.15 -0.33 0.06 -0.08 -0.27 0.39 -0.15 0.33 -0.31

11 相対賃金 -0.18 0.02 0.36 0.36 0.25 0.07 -0.46 0.41 0.17 0.30 0.19 0.36 -0.37

12 男性正社員比率 -0.02 0.02 -0.39 -0.26 -0.42 -0.39 0.08 0.24 -0.27 0.66 -0.09 0.50 -0.48

13 医療施設徒歩圏カバー率 1.00 0.80 -0.60 -0.38 -0.13 -0.21 0.60 -0.25 0.16 0.30 -0.75 -0.20 0.27

14 商業施設徒歩圏カバー率 1.00 -0.37 -0.10 -0.04 -0.05 0.47 0.00 0.42 0.32 -0.53 -0.21 0.26

15 小売業事業所数 1.00 0.62 0.58 0.39 -0.81 0.17 0.26 -0.53 0.53 0.01 -0.06

16 保育所数 1.00 0.23 0.58 -0.50 0.43 0.53 -0.30 0.36 0.00 -0.04

17 病床数 1.00 0.21 -0.35 0.04 0.08 -0.47 0.24 -0.28 0.26

18 図書館数 1.00 -0.28 0.12 0.24 -0.32 0.30 -0.06 0.03

19 通勤時間 1.00 -0.15 -0.13 0.29 -0.46 -0.20 0.25

20 投資的経費 1.00 0.11 0.11 0.23 0.33 -0.36

21 少子化対策費 1.00 -0.05 -0.03 -0.39 0.39

22 財政力指数 1.00 -0.27 0.34 -0.31

23 第1次産業従業員比率 1.00 0.04 -0.14

24 第2次産業従業員比率 1.00 -0.99

25 第3次産業従業員比率 1.00
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